
平成２７年度ＰＲＴＲデータの概要について 

－化学物質の届出排出量・移動量の集計結果の概要－ 

 

 平成２９年３月現在 

 国（環境省及び経済産業省）は化学物質把握管理促進法（通称ＰＲＴＲ法）の届出制度

に基づく平成２７年度の第一種指定化学物質の排出量・移動量の全国集計結果及び個別事

業所のデータを公表しました。 

環 境 省  http://www.env.go.jp/chemi/prtr/risk0.html 

経済産業省  http://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/law/index.html 

 国の公表に合わせて、岐阜県における第一種指定化学物質排出量・移動量の状況を次の

とおりまとめました。 

 

◎ 届出事業所数は、昨年度に比べやや増加した。また、届出された排出量、移動

量共に昨年度に比べて減少した。 

◎ 排出量・移動量の届出は、過去５年分の修正が可能であるため、過年度のデー

タが一部修正された。 

 

  排出量：環境中（大気、公共用水域及び土壌）への排出量及び事業所内への埋立 

  移動量：事業所の外（廃棄物、下水道）への移動量 

 岐阜県 全国 全国に占める割合 

届出事業所数 883事業所 35,274事業所  2.5% 

届出物質数 152物質 436物質 － 

届出排出量 5,579 ﾄﾝ／年 154,176 ﾄﾝ／年  3.6% 

届出移動量 3,085 ﾄﾝ／年 223,642 ﾄﾝ／年  1.4% 

届出排出量・移動量計 8,663 ﾄﾝ／年 377,818 ﾄﾝ／年  2.3% 

 

 県内での第一種指定化学物質の届出排出量・移動量の推移 

 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 

届出事業所数 898事業所 887事業所 874事業所 883事業所 

届出物質数 155物質 155物質 156物質 152物質 

届出排出量 5,829 ﾄﾝ／年 5,918 ﾄﾝ／年 5,661 ﾄﾝ／年 5,579 ﾄﾝ／年 

届出移動量 3,815 ﾄﾝ／年 3,319 ﾄﾝ／年 3,259 ﾄﾝ／年 3,085 ﾄﾝ／年 

届出排出量・移動量計 9,644 ﾄﾝ／年 9,236 ﾄﾝ／年 8,920 ﾄﾝ／年 8,663 ﾄﾝ／年 

 

PRTR制度:Pollutant Release and Transfer Register（環境汚染物質排出・移動登録） 

人の健康や生態系に有害なおそれのある化学物質について、事業所から環境へ排出さ

れる量及び廃棄物に含まれて事業所外へ移動する量を、事業者自ら把握して届出し、国

は届出データや推計に基づき排出量・移動量を集計・公表する制度。（県は独自に公表） 

 排出量→大気への排出、公共用水域への排出、土壌への排出、埋立処分 

 移動量→下水道への移動、事業所の外への移動（廃棄物） 
 



１ ＰＲＴＲ制度の施行状況 

平成１１年７月  化学物質排出把握管理促進法の公布 

平成１３年４月  年間取扱量５ ﾄﾝ 以上の事業者による排出量等の把握開始 

平成１４年４月  年間取扱量５ ﾄﾝ 以上の事業者による排出量等の届出開始 

平成１５年３月  国による第１回集計結果（平成１３年度分）の公表。以降、年度

ごとに排出量・移動量に係る集計結果を公表 

届出情報開示請求制度の開始 

平成１５年４月  年間取扱量１ ﾄﾝ 以上の事業者による排出量等の把握開始 

平成１６年４月  年間取扱量１ ﾄﾝ 以上の事業者による排出量等の届出開始 

平成２０年１１月 化学物質排出把握管理促進法の施行令の一部改正 

第一種及び第二種指定化学物質の指定の見直し(届出対象物質数

４６２物質)並びに対象業種に医療業を追加 

  平成２２年４月  化学物質排出把握管理促進法の施行規則の一部改正 

           化学物質指定の見直しに伴う化学物質分類番号の見直し並びに 

届出様式の見直し  

 

２ ＰＲＴＲ制度の概要 

（１）対象化学物質 第１種指定化学物質４６２物質（平成２１年度までは３５４物質） 

＜第１種指定化学物質＞ 

次のいずれかの有害性の条件に当てはまり、かつ環境中に広く継続的に存在する

と認められる化学物質 

・人の健康や生態系に悪影響を及ぼすおそれがある 

・自然の状況で化学変化を起こし容易に有害な化学物質を生成する 

・オゾン層破壊物質 

（２）届出対象事業所 法に定める２４業種を営み、かつ従業員数が２１人以上の事業者

の事業所のうち、いずれかの指定化学物質の年間取扱量が１ ﾄﾝ 以

上の事業所（一部物質については０．５ ﾄﾝ） 

（３）開示請求手続き 個別事業所のデータは、ホームページ上に掲載されていますが、

環境省、経済産業省の PRTR開示窓口に直接請求することができます。 

開示請求手続きについては、環境省ＨＰ又は経済産業省ＨＰ（下

記参照）に掲載されています。 

 

環境省ＨＰ   

http://www.env.go.jp/chemi/prtr/kaiji/kaiji2.html 

経済産業省ＨＰ 

http://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/law/prtr/7.html 

 

 

 

 

 

http://www.env.go.jp/chemi/prtr/kaiji/kaiji2.html
http://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/law/prtr/7.html


３ 岐阜県内の届出集計結果まとめ 

 

（１）届出排出量・移動量 

    県内の届出排出量・移動量は８，６６３ﾄﾝ／年で、届出物質数は１５２物質であ

った。届出排出量及び移動量は、それぞれ５，５７９トン、３，０８５ﾄﾝ／年であ

った。 

    届出排出量は、大気への排出量が４，１５８ﾄﾝ／年（７４．５％）とその大半を

占め、事業所内への埋立量が１，３６０ﾄﾝ／年（２４．４％）と続いている。 

    届出移動量は、廃棄物としての移動が３，０８２ﾄﾝ／年（９９．９％）とほとん

どを占めている。 

 

＜排出量・移動量フロー＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）届出排出量・移動量の媒体別割合 

    届出排出量・移動量の媒体別割合は、大気への排出が４８．０％、廃棄物として

の移動が３５．６％、事業所内埋立が１５．７％であった。（土壌への排出は０％） 

 

排出量・移動量 ８，６６３ﾄﾝ／年（届出１５２物質） 

大気 ４，１５８ﾄﾝ／年 

排出量 ５，５７９ﾄﾝ／年 

事業所内埋立 １，３６０ﾄﾝ／年 

土壌 ０ﾄﾝ／年 

公共用水域 ６１ﾄﾝ／年 

廃棄物 ３，０８２ﾄﾝ／年 

移動量 ３，０８５ﾄﾝ／年 

下水道 ３ﾄﾝ／年 



 

 

 

（３）媒体別の届出排出量・移動量の年度比較 

    平成２７年度の届出排出量及び届出移動量は、大気への排出が前年度よりわずか

に増加し、事業場内埋立、廃棄物への移動が前年度より減少した。 

 

 

 

 

 

トン／年 
平成２７年度 媒体別排出量・移動量の推移 

平成２７年度 届出排出量・移動量の媒体別割合 

移動量 ３５．６％ 排出量 ６４．４％ 



（４）県内において届出された排出量・移動量の多い物質 

県内の届出排出量・移動量の多い上位５物質の合計は５，９７２トンで総届出排

出量・移動量８，６６３トンの６９％に当たる。上位５物質は以下のとおり。 

順位 

岐阜県 （参考）全国 

物質名 
排出量・移動量 

(ﾄﾝ/年) 
前年度比 物質名 

排出量・移動量 

 (ﾄﾝ/年) 
前年度比 

１ トルエン 2,257 △10.7% トルエン 86,986 △0.9% 

２ 
二硫化炭素 1,400 7.7% 

マンガン及びそ

の化合物 
53,314 △1.5% 

３ 鉛化合物 1,266 △8.2% キシレン 36,448  1.1% 

４ 
キシレン 664 9.2% 

クロム及び三価

クロム化合物 
21,668 13.1% 

５ ｼﾞｸﾛﾛﾒﾀﾝ 

（塩化ﾒﾁﾚﾝ） 
385 △28.4% エチルベンゼン 18,308 1.8% 

その他の物質の合計 2,691 4.8% その他の物質の合計 161,094 △4.0% 

全物質の合計 8,663 △2.9% 全物質の合計 377,818 △1.3% 
物質の主な用途 
 トルエン：合成原料、溶剤等                マンガン及びその化合物：鉄鋼、電池原料等 

 二硫化炭素：セロハン製造時の加硫促進剤等           クロム及び三価クロム化合物：顔料、メッキ等 

鉛化合物：バッテリー、光学ガラス、顔料等原料      エチルベンゼン：スチレンの原料、溶剤等 

キシレン：合成原料、溶剤等 

ジクロロメタン：金属脱脂洗浄剤、洗浄用溶剤等   
 
  

（５）排出量・移動量の地域別割合 

    地域別では、大規模工場が多い西濃地域が４５.２%と高い割合を示している。 

 

 

 

平成２７年度 届出排出量・移動量の地域別割合 


